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医療法施行令等の一部を改正する政令案について、令和８年１月 30日（金）から同年２月 28日（土）まで御意見を募集

したところ、１件の御意見をいただきました。 

お寄せいただいた御意見の要旨とそれに対する考え方について、内容により分類し、以下のとおり取りまとめましたの

で、公表いたします。 

皆様の御協力に深く御礼申し上げるとともに、今後とも厚生労働行政の推進に御協力いただきますよう、よろしくお願い

申し上げます。 

 

No. 案に対する御意見の要旨 御意見に対する厚生労働省の考え方 

１ 

医療 DX の推進および全国医療情報プラットフォー

ム構築の方向性には賛同するが、費用負担額の算定方

法が不透明であり、国民負担の増大につながることを

強く懸念する。過去の公共 IT システムにおいて、多

重下請け構造やベンダーロックインによりコストが

高止まりした事例が多く、同様の問題が再発させない

ため、厳格なガバナンス要件を不可分一体として盛り

込むことを強く要望する。 

社会保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」と

いう。）においては、電子診療録等情報管理業務に

ついて、予算、事業計画及び資金計画を作成し厚生

労働大臣による認可を受けなければならないこと

や、事業報告書、決算報告書、監事の意見書等を一

般の閲覧に供しなければならないこと等が規定さ

れています。なお、従来、保険者や被保険者を代表

する者等が監事となり、支払基金の業務を監査し、



 

2 

 

○費用算定にあたり、支払基金等が保険者に請求する

費用の内訳を、インフラ費・開発費・保守費・ライセ

ンス費等の構成要素レベルで開示し、コスト構造の完

全な可視化を義務付けるべきである。単に総額を按分

する方式では、システム経費が膨張してもチェックで

きず、保険者が費用の妥当性を判断できないと懸念す

る。 

○支払基金が巨大 IT システムを適正なコストで調

達・管理できるかについて疑問があり、費用算定プロ

セスには第三者による技術・コスト監査を必須とすべ

きである。外部の技術専門家や公認会計士による監査

を制度化し、監査結果に問題がある場合には保険者が

費用の支払いを拒否または減額できる仕組みを求め

る。 

○特定ベンダーへの依存（ベンダーロックイン）を防

ぐため、オープンスタンダードの採用やシステム移行

の容易性を評価指標として組み込み、ロックインを招

く仕様にはペナルティを設けるべきである。将来的

に、リプレースが困難となり、維持費が言い値で高騰

する構造を避けるため、容易に他の事業者や技術へ切

り替えられる構造であることを、費用算定の前提条件

とすべきである。 

○本システムの費用は国民の保険料・税金で賄われる

ものであり、国民への説明責任を果たすため、徹底し

財務及び統計に関する報告を徴することとされて

おります。 

加えて、支払基金に関しては、国によるガバナン

スを発揮する観点から、本年 10月に改組し、厚生

労働大臣が、改組後の新組織が作成する医療 DXに

関する中期計画の認可や業務の評価（必要に応じ

て業務運営の改善等に関する命令）を行うことと

しています。 

さらに、新組織では外部有識者の意見も聴きな

がら執行する体制も検討しております。 

こうした取組を通じて、運用に係る費用負担に

も十分留意しながら、引き続き、医療 DXを推進し

ていきたいと考えております。 
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た情報公開とガバナンス強化を制度に組み込むべき

である。「医療の質向上」を理由にコスト管理が軽視

されるべきではなく、財政規律を確保しなければ医療

DX 全体への不信感を招くこと懸念する。財政規律の

鉄則を、新たな業務スキームに埋め込み、徹底した情

報公開と第三者監視の仕組みをビルトインすること

を強く求める。 

 

 過去の公共 IT システムの失敗を繰り返さないた

め、従来の慣行にとらわれない厳格な費用管理ルール

を政令に明記し、国民負担の妥当性と制度の持続可能

性を担保すべきであると考え、上記を要望する。 

※上記のほか、３件の今回の意見募集に関係ない御意見をいただきました。 

 


